
最後に重要な注意事項が記載されていますので、⼗分にお読みください。

お客様⽤資料

2023年12⽉19⽇

岡三証券 投資情報部
株式マーケティンググループ
シニアストラテジスト
東野 ⼤

⽔⾯上への浮上期にさしかかる半導体業界
１．前回決算よりもやや厳しめの⾒通しが⽰される
２．⼆極化に向かう可能性も
３．メモリを中⼼に2024年には⽔⾯上に浮上する⾒通し
４．AI関連が市場拡⼤のけん引役に
５．デジタル化の進展がカタリストに
6．回復に向かうシナリオには変化はないとみる
【注⽬銘柄】
・エヌビディア（NVDA）
・アドバンスト・マイクロ・デバイセズ(AMD)
・アーム・ホールディングス ADR（ARM)
・アプライド・マテリアルズ（AMAT）
・ラムリサーチ（LRCX）
・ASML HD（ASML）
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⽔⾯上への浮上期にさしかかる半導体業界

フィラデルフィア半導体株指数の推移

出所︓LSEG Workspace 作成︓岡三証券 12⽉18⽇時点
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１．前回決算よりもやや厳しめの⾒通しが⽰される

欧⽶・アジアの半導体関連企業の11⽉までの決算が出そろいつつある。前回実
績及び会社計画（ガイダンス）に関するインプレッションを、前回の決算時と⽐較し
た表を次ページに掲載した。ここでは、青：改善、ピンク：悪化、黄色：横ばいで⾊
分けした。
これによると、実績、会社計画とも、前回決算時よりやや厳しい状況が⽰されてい

る。具体的には、「顧客は現⾦や設備投資に関し慎重になりつつある」（ASML
HD〔ASML〕）、「北⽶の顧客の1社が異常であったことで、⾒通しを引き下げた」
（オン・セミコンダクター〔ON〕）などのコメントが並ぶ。特に、これまで好調であった⾃
動⾞関連に弱さが⾒え始めている。これは、⽶国の⾃動⾞各社のストライキによる
⼀時的な影響がでた可能性もあり、今回、厳しめの⾒通しを⽰したオン・セミコンダ
クターも「⻑期的な⾒通しを変えることはしていない」としている。

２．⼆極化に向かう可能性も

全体としては、やや厳しさを増してはいるものの、分野によっては底⼊れや改善の
兆しを⾒せてもおり、すべてが悪化している状況とは考えにくいのが現状だ。

象徴的なのが、これまで、業績不振が続いてきたインテル（INTC）が、「PC
市場は健全に回復する」との⾒⽅を⽰したり、アドバンスト・マイクロ・デバイセズ
（AMD）がゲーミングや組み込み（⾃動⾞、⼯業機器等に搭載されたCPU等）
の弱さを指摘しつつも、AI（⼈⼯知能）関連の強さを指摘している点である。また、
これまで弱さが⽬⽴ってきたスマートフォン関連についても、クアルコム（QCOM）が
「携帯端末の需要に安定化の兆しがみられる」との認識を⽰している。あるいは、三
星電⼦（サムスン・エレクトロニクス、005930）は、「PCとモバイルは需要が⾼まる。
サーバーの需要は徐々に回復する」とするなど、ASML HDやオン・セミコンダクター
等と異なるトーンを⽰しており、⼆極化に向かう可能性もあろう。

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

2000/1/3 2005/1/3 2010/1/3 2015/1/3 2020/1/3

（ドル）

（年/月/日）



最後に重要な注意事項が記載されていますので、⼗分にお読みください。

お客様⽤資料

2023年12⽉19⽇

半導体関連企業の決算、会社計画とコメント

出所︓会社公表資料、LSEG Workspace、各種報道 作成︓岡三証券
※実績、会社計画のインプレッションは市場予想や会社計画を上回ったり上⽅修正された場合は〇、実績や会社計画が市場予想並みであったり、強弱相半ばする内容、会社計画が据え置かれた場合は△、市場予想や会社計画を下回っ
たり下⽅修正された場合などは×とした。TSMとARMはADRのティッカー。ASMLはオランダ上場
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実績 会社計画
前回⇒今回 前回⇒今回

9月27日 マイクロン・テクノロジー MU 半導体 〇⇒〇 △⇒△
AIサーバー向けの需要好調が追い風となっている、生成AI用商品に力を入れるプロセッサーメーカー
からの引き合いも強い

10月18日 ASML HD ASML 半導体装置 & 検査 〇⇒× 〇⇒△
顧客は現金や設備投資に関し非常に慎重になっており、発注にも慎重になっている。2024年について
は不透明感が払しょくできないが、2025年には需要は強いとみる

10月18日 ラムリサーチ LRCX 半導体装置 & 検査 〇⇒〇 〇⇒×

2023年のWFE(半導体前工程）の市場規模の見通しを、従来の700億ドル台半ばから800億ドル台に上
方修正。スマートフォン、PC、データセンターなどの主要チップ市場は、不透明な世界経済成長、イン
フレの粘着性、借入コストの上昇に対する懸念を背景に、顧客が支出を引き締めているため、引き続
き圧迫されている

10月19日
台湾積体電路製造
(ﾀｲﾜﾝ･ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ)

TSM 半導体 〇⇒〇 ×⇒△
AI（人工知能関連）の需要が支えとなった。業界を主導する3ナノ、5ナノ技術が支えとなった一方、一
部顧客の在庫調整が重しとなった。23/12期通期の設備投資予想は320億ドル（従来予想：320億～
360億ドル、市場予想304.8億ドル）

10月24日 ﾃｷｻｽ･ｲﾝｽﾂﾙﾒﾝﾂ(TI) TXN 半導体 〇⇒△ ×⇒× 自動車は好調だった半面、産業関連等で弱さが見られ、日本を除く全市場で低調だった

10月25日 KLA KLAC 半導体装置 & 検査 〇⇒〇 〇⇒〇
多くの組織が生成AIツールを採用し、タイワン・セミコンダクタや三星電子（サムスン・エレクトロニクス）
など、KLAの顧客が製造するハイエンドチップへの支出が増加した。WFEの市場見通しを従来の前年
比20％減から、同16％減の800億ドルに上方修正した

10月26日 インテル INTC 半導体 〇⇒〇 〇⇒〇
PC市場は健全に回復するとの見方を示す。サーバー市場でも正常化の兆しが見え始めている。18A
と呼ばれる次世代技術を使った半導体に関し、新規顧客を獲得しており、2024年の遅い時期にも生産
を開始する見通し

10月26日 STマイクロエレクトロニクス STMPA 半導体 △⇒〇 〇⇒△
個人のエレクトロニクス需要は4Q中に底入れするとみている。アジアにおける産業向けの受注が想定
を下回った。自動車向けに関しては、下方トレンドが続いてはいるが、2024年には伸びるとみている

10月30日 オン・セミコンダクター ON 半導体 〇⇒〇 〇⇒×
北米の自動車産業の顧客1社が異常であったことで、見通しを引き下げた。ただし長期的な見通しを
変えることはしていない

10月31日 ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ･ﾏｲｸﾛ･ﾃﾞﾊﾞｲｾｽﾞ(AMD) AMD 半導体 〇⇒〇 △⇒×
4Qはゲーミングや組み込み関連（自動車、工業機器等に搭載されたCPU等）の弱さは見込まれるもの
の、AI関連の需要は着実に増えつつある

10月31日 三星電子(ｻﾑｽﾝ･ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ) 005930 電話 & 携帯端末 △⇒〇 〇⇒〇

PCとモバイルに関しては、買い替えサイクルと高密度製品の持続的な成長から需要は高まるとみられ
るほか、デバイスに搭載されたAIの普及もモメンタムを増すとみられる。サーバーに関しては、AIへの
需要と、在庫水準が正常化することから、需要は徐々に回復する見込み。ただし、マクロ環境やIT投
資、地政学リスク等についてはモニタリングが必要

11月1日 クアルコム QCOM 半導体 △⇒〇 ×⇒〇
携帯端末の需要に安定化の兆しがある。2023年の販売台数見通しは、2022年比1桁台半ば～後半程
度の減少率と、従来見通しより改善した。成長分野であるIoT分野の低迷も24/9期1Qに底打ちし、下
期にかけて正常化を見込む

11月8日 アーム･ホールディングス ADR ARM 半導体 〇 ×
ロイヤルティー収入は、24/3期3Qには前年同期比1桁増、4Qには2桁増に転ずると予想する。ライセ
ンスに関しては好調が続くとみられ、4Qにはかなり大幅な成長が期待できる

11月16日 アプライド･マテリアルズ AMAT 半導体装置 & 検査 〇⇒〇 〇⇒〇

2024年にはPCクラウドと、AI（人工知能）データセンターへの支出の増加、ゲートオールアラウンドノー
ド（※）の初期構築に支えられ、最先端ファウンドリーロジックの顧客から需要が前年比で増加すると
見込む。※次世代トランジスタ構造のひとつ。トランジスタの微細化に伴う高性能化と低消費電力化の
両立が可能に

11月21日 エヌビディア NVDA 半導体 〇⇒〇 〇⇒〇

中国等への輸出規制に関し、「今後数四半期において、データセンター向けの売上高（3Q時点の売上
高の約8割を占める）の約20～25％に影響を与える」とし、「これらの仕向け先での売上高は24/1期4Q
に大きく落ち込むことになる」としつつ、「他の地域での成長力によりカバーできる」との見方を示した

コメント等公表日 銘柄 ティッカー 業種
インプレッション
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３．メモリを中⼼に2024年には⽔⾯上に浮上する⾒通し

世界の半導体売上⾼（3ヵ⽉平均、右上図）によると、2022
年8⽉から2023年10⽉まで約1年超、前年同⽉を下回る⽔準
となっているが、⾦額としては、前⽉⽐では2⽉以降8ヵ⽉連続で
増加している（右上図）。

また、半導体受託⽣産最⼤⼿の台湾積体電路製造（タイワ
ン・セミコンダクタ）の売上⾼は、10⽉時点で前年同⽉⽐
15.7％増の2,432億新台湾ドル（約75億⽶ドル）に達してお
り、これは⽉間では過去最⾼の⽔準となっている（右下図）。

11⽉28⽇に公表された世界の半導体市場予測によると、
2023年の市場規模は前年⽐9.4％減の5,201億ドルとなった
後、2024年には同13.1％増の5,884億ドルとなるとの⾒⽅が⽰
されている。これは、6⽉時点の予測値（23年10.3％減、24年
11.8％）増から上⽅修正されている。

製品別には、IC（アナログ、マイクロ、ロジック、メモリが含まれ
る）が回復を主導する⾒込みであり、なかでもメモリに関しては、
23年の同31.0％減から24年には同44.8％増となる⾒込みと
なっている。また、地域別には⽶州及びアジア・太平洋が回復を主
導する⾒込みである（次⾴グラフ）。

このシナリオが現実のものとなるとすれば、メモリの⼤⼿メーカーを
顧客とする、アプライド・マテリアルズ（AMAT)、ラムリサーチ
（LRCX）、ASML HD（ASML）等の半導体製造装置メー
カーの業績拡⼤に期待できよう（次⾴表）。

出所︓LSEG Workspace、The World Semiconductor Trade Statistics （⽶国半導体⼯業会〔SIA〕）
作成︓岡三証券 ※網掛け部分は前年同⽉⽐でマイナスの時期
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出所︓会社資料
作成︓岡三証券

世界の半導体の売上⾼の推移（3ヵ⽉平均）
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製品別の半導体市場の規模推移（増減寄与度）

主な半導体製造装置メーカーの主要顧客

出所︓会社資料 作成︓岡三証券 TSMC︓台湾積体電路製造（タイワン・セミコンダクタ）
※アプライド・マテリアルズの主要顧客の数値は、23/10期の売上⾼に占める⽐率

4

地域別の半導体市場の規模推移（増減寄与度）

-20

-10

0

10

20

30

40

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年(予）2024年（予）

アジア・太平洋 日本 欧州・中東・アフリカ 米州 全体

（前年比、％）

出所︓WSTS 作成︓岡三証券 2023年以降は予測 出所︓WSTS 作成︓岡三証券 2023年以降は予測

-20

-10

0

10

20

30

40

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年(予） 2024年（予）

ディスクリート オプトエレクトロニクス

センサ・アクチュエーター アナログ

マイクロ ロジック

メモリ 全体

（前年比、％）

銘柄名 ティッカー
TSMC（台）：19％ 三星電⼦(ｻﾑｽﾝ･ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ)（韓）：15％
インテル（⽶）
インテル（⽶） 三星電⼦(ｻﾑｽﾝ･ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ)（韓）
キオクシア（⽇） マイクロン・テクノロジー（⽶）
SKハイニクス（韓） TSMC（台）
インテル（⽶） TSMC（台）
三星電⼦(ｻﾑｽﾝ･ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ)（韓）

ASML HD ASML

主要顧客※

アプライド・マテリアルズ AMAT

ラムリサーチ LRCX
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Statistaによると、世界の半導体市場は2022年の6,190億ドルから
2030年には約8割増の1兆980億ドルに達するとみられている。なかでも、
サーバー・データセンター・ストレージに関しては、2022年の1,000億ドル
から、2030年には約2.5倍の2,490億ドルに達するとみられる。次いで、
⾃動⾞、産業電⼦関連が市場の拡⼤を⽀えるとみられる （左下図）。

また、AI関連チップの市場規模に関しても、2022年の200億ドルから
2030年には8倍超の1,650億ドルに達するとみられており、年平均成⻑
率は約30％にものぼる（右下図）。

AIに関しては、エヌビディア（NVDA)が先⾏した感があるが、これに続く
2番⼿としては、AMD、インテル（INTC)等があげられよう。特にAMDは、
23/12期4Q中に⽣成AI⽤に世界最先端となるよう設計された製品の量
産体制に⼊るほか、12⽉には新製品の詳細を公表しており、エヌビディア
の対抗⾺となるか注⽬されよう。

４．AI関連が市場拡⼤のけん引役に

また、AI関連への各社の期待は、前回決算時との⽐較で、さらに⾼
まっているとみることもできよう。アドバンスト・マイクロ・デバイセズ（AMD)
は、AIチップに対する需要が強いとし、現在準備中の新製品に複数のハ
イパースケール顧客が使⽤を約束しているとしている。

また、ソフトウェア⼤⼿のマイクロソフト（MSFT）の23年7－9⽉期の
設備投資額は前年同期⽐で約6割増となり、今後数年間はクラウドと
AIインフラの成⻑をサポートするため投資額を増やすとしている。各社の
⽣成AIへの取り組みは始まったばかりとみられ、半導体関連各社の業績
貢献には相応の時間を要するともみられる。ただ、⼀度⽕が付けば、業
績や株価に鋭⾓的な変化をもたらすシナリオも視野に⼊れておきたい。

さらに、中⻑期的にみても、データセンター関連やAI関連半導体の需
要は⼤きく伸びると期待されている。

分野別半導体市場の推移
AI関連チップのプロセッサー市場規模（売上⾼）推移

出所︓Statista 作成︓岡三証券 2025年以降は予測、2023年2⽉時点
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５．デジタル化の進展がカタリストに

AIのみならず、IoT（モノのインターネット）や⾃動運転⾞なども半
導体市場の成⻑ドライバーとなりそうだ。
IoT関連の半導体・センサー市場に関しては、2022年の710億ドル

から2025年には、3年間で約6割増の規模になると⾒込まれるほか、
⾃動⾞関連は、2022年の600億ドル弱から2029年には7割超の
1,000億ドル超に達すると⾒込まれている。
このような拡⼤が⾒込まれている背景要因としては、各分野における

デジタル化の進展が、半導体への需要を後押しするとともに、また、5G
（第5世代移動通信システム）などの技術的な進歩が、半導体各
社にも、さらなる変化を促し、新陳代謝が加速化するためとみられる。

デジタル化がもたらす半導体市場の変化

出所︓Statista 作成︓岡三証券出所︓Statista 作成︓岡三証券 2023年10⽉時点

6

IoT関連の半導体・センサー市場の推移

６．回復に向かうシナリオには変化はないとみる

他⽅で、半導体セクターの回復に向かうとしても、いくつかのリスクには
留意する必要があろう。まず、⽶国がリセッション⼊りすることになれば、
これまで堅調であった⾃動⾞や産業向けの成⻑が鈍化し、さらに消費
者向けの低迷が⻑期化する可能性を指摘できよう。テキサス・インスツ
ルメンツ(TI)が指摘するように、産業関連等の弱さが反映されている
可能性もあろう。こうした懸念が浮上することで、⼀時的に業績や株価
にネガティブなインパクトをもたらすことはあり得ようが、短期的な底⼊れ
に加え、中⻑期的な需要拡⼤とのシナリオが⼤きく崩れる可能性は限
られるとみる。

⾃動⾞関連の半導体市場の推移

出所︓Statista 作成︓岡三証券 2023年6⽉時点
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分野 影響

AI（⼈⼯知能）
AIの普及に伴い、企業がAIに特化した半導体を戦略的に具備すること
で、コスト削減、パフォーマンスの向上、⽣産の加速化、効率性の進
展、産業間におけるレスポンスの迅速化を可能とする

５G

5Gとは、第5世代移動通信システムのことで、「⾼速⼤容量」、「多数
同時接続」、「超低遅延」を主な特徴とする。これにより、半導体の
データ処理速度に画期的な変化をもたらし、半導体メーカーは10倍単
位のデータ転送速度の⾼速化に適応することになる。スマートフォン
や、スマートシティ、ヘルスケアといった様々な分野において、グロー
バルなコネクティビティに変⾰をもたらす

IoT（モノのインターネット）
IoTデバイスとデータの機能性を制御したり、向上させるためのセン
サーに対する需要が拡⼤

⾃動運転

⾃動運転⾞へのシフトに伴い、特に、専⽤のシリコン半導体の需要に新
たな変化をもたらす。これらの半導体は、⾃動運転⾞を、コネクティビ
ティやセンサーの能⼒、EVバッテリーのパフォーマンス、⾃動化等を
強化することで、⾃動運転⾞をサポートする



最後に重要な注意事項が記載されていますので、⼗分にお読みください。
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2023年12⽉19⽇

エヌビディア（NVDA）

部門別売上高の推移 部門別売上高の推移

データセンター、AI関連半導体のリーディングカンパニー

3次元（3D）グラフィックスプロセッサー（GPU）と関連ソフ
トウェアの設計・開発・販売を手掛ける。 同社のGPUは、当
初、ゲーミング等に用いられたが、その後、AI等に展開。

24/1期4Qの会社計画は、売上高が200億ドル±2％、調整
後粗利益率は75.5±0.5％で、ともに市場予想を上回った。

GPU製品に関しては、Hopperファミリーの最新製品であ
るH200を発表。より高速で大容量のメモリを提供すると
し、従来製品（H100）と比較して計算速度が倍増し、既存製
品（Tensor RT LLM）と組み合わせることで、1年間でパ
フォーマンスの改善と、コスト削減が可能になるともした。

生成AI用最先端製品を発表

マイクロプロセッサー、チップセット、グラフィクスなどを
提供する。データセンター（サーバーCPU、GPU等）、クライ
アント（PC用のCPU等）、ゲーミング製品等を扱う。

23/12期4Qの会社計画は、売上高が61億ドル±3億ドル、
粗利益率が51.5％との見通しが示された。

現在準備中のMI300Xチップの24/12期売上高の会社計
画値は20億ドルとの見方を示している。12月には、MI300
というエヌビディアの対抗馬となりうるAI向けの新製品を
公表。AIチップの市場規模が4,000億ドル超に達するとの
見通しを示した。

ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ･ﾏｲｸﾛ･ﾃﾞﾊﾞｲｾｽﾞ(AMD)

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 予想はLSEG Workspaceで12月18日時点

注⽬銘柄
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出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 予想はLSEG Workspaceで12月18日時点
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ｱｰﾑ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ ADR（ARM）

売上高および調整後EPSの推移

世界を代表する半導体のIP（設計資産）企業

高パフォーマンス、低コスト、エネルギー効率の高いCPU
（中央演算処理装置）の設計、開発、ライセンシングを行う。
当社の技術が関わる製品は、最も小さなセンサーからスー
パーコンピューターまで様々な機器をカバーする。

24/3期の会社計画は売上高が296億～308億ドル、調整
後EPSが1.00～1.10ドルと、ともに市場予想を上回った。

AI関連について、2Qおよび3Q中に、エヌビディアが当社

技術を組み込んだスーパーチップのケーススタディを開始
したことや、グーグル、ルネサス等も、当社技術を組み込ん
だAI関連製品への取り組みを公表している。

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 予想はLSEG Workspaceで12月18日時点

注⽬銘柄

8

ｱﾌﾟﾗｲﾄﾞ･ﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ（AMAT）

部門別売上高の推移

半導体製造装置の世界トップ企業

世界各国の半導体メーカー等に、半導体ウエハー製造装
置と関連部品の開発、製造、販売およびサービスを提供す
る。 世界で最も広範で包括的な製品ラインアップを持つ。

会社側が示した24/10期1Qの計画値は売上高が64.7億ド
ル±4億ドル、調整後EPSが1.72～2.08ドルと、事前の市場
予想を上回った。

2024年にはPCクラウドと、AI（人工知能）データセンター

への支出の増加等に支えられ、最先端ファウンドリーロ
ジックの顧客からの需要が前年比で増加すると見込む。

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 予想はLSEG Workspaceで12月18日時点
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ASML HD（ASML）

部門別売上高の推移

EUV露光機では随一の存在

半導体メーカーにリソグラフィを通じてシリコン上にパ
ターンを大量生産するためのハードウェア、ソフトウェア、
サービスを提供する。製品には、EUV(極端紫外線)リソグラ
フィシステム、DUV(深紫外線)リソグラフィシステム等が含
まれる。EUV露光機メーカーとして随一の存在。

3Q決算公表時には、半導体の需要は2024年後半に向け

て戻しつつあるとの見方を示しつつ、マクロ経済の不透明
感に鑑みて、2024年通年では保守的な見通しとするとし
た。その後の2025年は著しく強いとの見通しも示した。

注⽬銘柄
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部門別売上高の推移

AIサーバーが今後数年間の成長を促す

IC製造用の半導体処理装置メーカー。 アフターサービス
も提供。 製品は、シリコンウエハー上に付着させた特殊フィ
ルムの一部をエッチング(半導体表面上の薄膜パターンを

形成する工程）して回路を設計するために使われる。洗浄
装置も手掛ける。

24/6期1Q決算公表時、当社は2023暦年のWFE（半導体
前工程）の市場規模の見通しを、従来の700億ドル台半ば
から800億ドル台へと上方修正した。

NAND型フラッシュメモリーの高層化に伴い、当社の成膜
装置やエッチング装置の役割がさらに重要さを増そう。

ラムリサーチ（LRCX）

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 予想はLSEG Workspaceで12月18日時点 出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 予想はLSEG Workspaceで12月18日時点
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出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 12月18日まで

株価チャート（週⾜）
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エヌビディア（NVDA） ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ･ﾏｲｸﾛ･ﾃﾞﾊﾞｲｾｽﾞ(AMD)
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ｱﾌﾟﾗｲﾄﾞ･ﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ（AMAT）

100

150

200

250

300

350

400

450

500

550

3月24日 5月12日 6月30日 8月18日 10月6日 11月24日

（ドル）

26週線

50

60

70

80

90

100

110

120

130

140

150

3月24日 5月12日 6月30日 8月18日 10月6日 11月24日

（ドル）

26週線

90

100

110

120

130

140

150

160

170

3月24日 5月12日 6月30日 8月18日 10月6日 11月24日

（ドル）

26週線

40

45

50

55

60

65

70

75

9月15日 10月6日 10月27日 11月17日 12月8日

（ドル）



最後に重要な注意事項が記載されていますので、⼗分にお読みください。

お客様⽤資料

2023年12⽉19⽇

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 12月18日まで ASMLはオランダ上場

株価チャート（週⾜）
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免責事項

・本レポートは、投資判断の参考となる情報提供のみを目的として作成されたものであり、個々の投資家の特定の投資目的、または要望を考慮しているものではありません。
また、本レポート中の記載内容、数値、図表等は、本レポート作成時点のものであり、事前の連絡なしに変更される場合があります。なお、本レポートに記載されたいかな
る内容も、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。投資に関する最終決定は投資家ご自身の判断と責任でなされるようお願いします。

・本レポートは、岡三証券が信頼できると判断した情報源からの情報に基づいて作成されたものですが、その情報の正確性、安全性を保証するものではありません。企業
が過去の業績を訂正する等により、過去に言及した数値等を修正することがありますが、岡三証券がその責を負うものではありません。

・岡三証券及びその関係会社、役職員が、本レポートに記されている有価証券について、自己売買または委託売買取引を行う場合があります。岡三証券の大量保有報告
書の提出状況については、岡三証券のホームページ(https://www.okasan.co.jp/)をご参照ください。

地域別の開示事項
【日本】

○金融商品は、個別の金融商品ごとに、ご負担いただく手数料等の費用やリ スクの内容や性質が異なります。金融商品取引のご契約にあたっては、あらかじめ当該契約
の「契約締結前交付書面」（もしくは目論見書及びその補完書面）または「上場有価証券等書面」の内容を十分にお読みいただき、ご理解いただいたうえでご契約ください。

＜有価証券や金銭のお預かりについて＞

株式、優先出資証券等を当社の口座へお預かりする場合は、口座管理料をいただきません。外国証券（円建て債券および国内の金融商品取引所に上場されている海外
ETFを除きます。）をお預かりする場合には、1年間に3,300円（税込み）の口座管理料をいただきます。ただし、電子交付サービスを契約している場合には、口座管理料は1
年間に2,640円（税込み）とします。なお、当社が定める条件を満たした場合は外国証券の口座管理料を無料といたします。上記以外の有価証券や金銭のお預かりについて
は料金をいただきません。証券保管振替機構を通じて他社へ株式等を口座振替する場合には、口座振替する数量に応じて、1銘柄あたり6,600円（税込み）を上限として口
座振替手続料をいただきます。
お取引にあたっては「金銭・有価証券の預託、記帳及び振替に関する契約のご説明」の内容を十分にお読みいただき、ご理解いただいたうえでご契約ください。

＜株式＞
・株式（株式・ETF・J-REITなど）の売買取引には、約定代金（単価×数量）に対し、最大1.265%（税込み）（手数料金額が2,750円を下回った場合は2,750円（税込み））の売買

手数料をいただきます。ただし、株式累積投資は一律1.265％（税込み）の売買手数料となります。国内株式を募集等により購入いただく場合は、購入対価のみをお支払
いいただきます。

・外国株式の海外委託取引には、約定代金に対し、最大1.518%（税込み）の売買手数料をいただきます。外国株式の国内店頭（仕切り）取引では、お客様の購入および売
却の単価を当社が提示します。この場合、約定代金に対し、別途の手数料および諸費用はかかりません。

※外国証券の外国取引にあたっては、外国金融商品市場等における売買手数料および公租公課その他の賦課金が発生します（外国取引に係る現地諸費用の額は、その

時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定されますので、その合計金額等をあらかじめ記載することはできません）。外国株式を募集等により購入いただく場合は、購入
対価のみをお支払いいただきます。

・株式は、株式相場、金利水準、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による株価の変動によって損失が生じるおそれがあります。
・株式は、発行体やその他の者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、株価が変動することによって損失が生じるおそれがあります。
・また、外国株式については、為替相場の変動によって、売却後に円換算した場合の額が下落することによって損失が生じるおそれがあります。
・REITは、運用する不動産の価格や収益力の変動、発行者である投資法人の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により価格や分配金が変動

し、損失が生じるおそれがあります。

＜債券＞
・債券を募集・売出し等により、または当社との相対取引により購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。

重要な注意事項



・債券は、金利水準、株式相場、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による債券価格の変動によって損失が生じるおそれがあります。

・債券は、発行体やその他の者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、債券価格が変動することによって損失が発生するおそれがあり、ま
た、元本や利子の支払いの停滞もしくは支払い不能の発生または特約による元本の削減等のおそれがあります。

・金融機関が発行する債券は、信用状況の悪化により本拠所在地国の破綻処理制度が適用され、債権順位に従って元本や利子の削減や株式への転換等が行われる可能性
があります。ただし、適用される制度は発行体の本拠所在地国により異なり、また今後変更される可能性があります。

＜個人向け国債＞

・個人向け国債を募集により購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。個人向け国債を中途換金する際は、次の計算によって算出される中途換金調整額
が、売却される額面金額に経過利子を加えた金額より差し引かれます（直前2回分の各利子（税引前）相当額×0.79685）。

・個人向け国債は、安全性の高い金融商品でありますが、発行体である日本国政府の信用状況の悪化等により、元本や利子の支払いが滞ったり、支払い不能が生じるおそ
れがあります。

＜転換社債型新株予約権付社債（転換社債）＞
国内市場上場転換社債の売買取引には、約定代金に対し、最大1.10%（税込み）（手数料金額が2,750円を下回った場合は2,750円（税込み））の売買手数料をいただきます。

転換社債を募集等によりご購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。転換社債は転換もしくは新株予約権の行使対象株式の価格下落や金利変動等によ
る転換社債価格の下落により損失が生じるおそれがあります。また、外貨建て転換社債は、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。

＜投資信託＞
・投資信託のお申込みにあたっては、銘柄ごとに設定された費用をご負担いただきます。

お申込時に直接ご負担いただく費用：お申込手数料（お申込金額に対して最大3.85％（税込み））
保有期間中に間接的にご負担いただく費用：信託報酬（信託財産の純資産総額に対して最大年率2.254％（税込み））
換金時に直接ご負担いただく費用：信託財産留保金（換金時に適用される基準価額に対して最大0.5％）

その他の費用：監査報酬、有価証券等の売買にかかる手数料、資産を外国で保管する場合の費用等が必要となり、商品ごとに費用は異なります。お客様にご負担いただく
費用の総額は、投資信託を保有される期間等に応じて異なりますので、記載することができません（外国投資信託の場合も同様です）。

・投資信託は、国内外の株式や債券等の金融商品に投資する商品ですので、株式相場、金利水準、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による、対象組入れ有価証券
の価格の変動によって基準価額が下落することにより、損失が生じるおそれがあります。

・投資信託は、組入れた有価証券の発行者(或いは、受益証券に対する保証が付いている場合はその保証会社)の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変
化等による、対象組入れ有価証券の価格の変動によって基準価額が変動することにより、損失が生じるおそれがあります。

・上記記載の手数料等の費用の最大値は、今後変更される場合があります。

＜信用取引＞
信用取引には、約定代金に対し、最大1.265%（税込み）（手数料金額が2,750円を下回った場合は2,750円（税込み））の売買手数料、管理費および権利処理手数料をいただ

きます。また、買付けの場合、買付代金に対する金利を、売付けの場合、売付株券等に対する貸株料および品貸料をいただきます。委託保証金は、売買代金の30％以上で、
かつ300万円以上の額が必要です。信用取引では、委託保証金の約3.3倍までのお取引を行うことができるため、株価の変動により委託保証金の額を上回る損失が生じるお
それがあります。

○自然災害等不測の事態により金融商品取引市場が取引を行えない場合は売買執行が行えないことがあります。
○2037年12月までの間、復興特別所得税として、源泉徴収に係る所得税額に対して2.1％の付加税が課税されます。



岡三証券株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号
加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会

一般社団法人日本暗号資産取引業協会

【日本以外の地域における本レポートの配布】

本レポートは、参照情報の提供のみを目的としており、投資勧誘を目的としたものではありません。本レポートの受領者は、自身の投資リスクを考慮し、各国の法令、規則及
びルール等の適用を受ける可能性があることに注意する必要があります。地域によっては、本レポートの配布は法律もしくは規則によって禁じられております。本レポートは、
配布や発行、使用等をすることが法律に反したり、岡三証券に何らかの登録やライセンスの取得が要求される国や地域における国民や居住者に対する配布、使用等を目的と
したものではありません。

※本レポートは、岡三証券が発行するものです。本レポートの著作権は岡三証券に帰属し、その目的いかんを問わず無断で本レポートを複写、複製、配布することを禁じます。

（2023年12月改定）


